
○吉川小学校跡地施設の公共施設等運営権に係る実施方針に関する条例 

令和２年１２月２３日 

条例第１８号 

改正 令和３年９月２２日条例第１４号 

（趣旨） 

第１条 この条例は、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律（平成１１年法律第１１７号。以下「法」という。）第１８条の規

定に基づき、吉川小学校跡地に設置する施設（以下「施設」という。）の公

共施設等運営権（法第２条第７項に規定する公共施設等運営権をいう。以下

同じ。）に係る実施方針（法第５条第１項に規定する実施方針をいう。以下

同じ。）に関し必要な事項を定めるものとする。 

２ 前項に規定する施設の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

AI研究開発施設 宮若市脇田３９３番地２ 

宮若市農業観光振興センター 宮若市脇田３５４番地１ 

産地産直レストラン 宮若市脇田３６２番地１ 

（民間事業者の選定の手続） 

第２条 市長は、法第１６条の規定により、選定事業者（法第２条第５項に規

定する選定事業者をいう。以下同じ。）に、施設の運営等（法第２条第６項

に規定する運営等をいう。以下同じ。）に係る公共施設等運営権を設定する

ものとする。 

２ 前項の規定により公共施設等運営権を設定されることとなる選定事業者と

して選定を受けようとする民間事業者は、実施計画書その他市長が別に定め

る書類を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により提出された書類を審査し、次に掲げる基準に適

合すると認める者を選定事業者として選定するものとする。 

(1) 施設の運営等に関する計画が当該運営等に係る業務の適正かつ確実な

実施のために適切なものであること。 

(2) 施設の運営等を適正かつ確実に実施するために必要な経理的基礎及び

技術的能力を有する者であること。 

（運営等の基準） 

第３条 市長が公共施設等運営権を設定した選定事業者（以下「公共施設等運

営権者」という。）は、施設を常に良好な状態において維持管理し、経済的

価値を十分に発揮するよう最も効率的にこれを運営しなければならない。 

２ 施設の休館日、開館時間その他運営等について必要な事項は、公共施設等



運営権者が市長と協議して定める。 

（業務の範囲） 

第４条 公共施設等運営権者は、次の各号に掲げる施設について、それぞれ当

該各号に定める業務を行う。 

(1) AI研究開発施設 

ア AI、IOT等の新産業の創出に関する業務 

イ 情報通信技術を活用した多様な働き方の推進に関する業務 

ウ 起業者の育成及び支援を促進するための施設の提供に関する業務 

エ その他AI研究開発施設の運営等に関する業務 

(2) 宮若市農業観光振興センター 

ア 宮若市産を中心とした農産物及び農産加工品等の生産及び販売に関す

る業務 

イ AIを活用した消費者志向等の調査研究に関する業務 

ウ 観光情報の提供に関する業務 

エ その他宮若市農業観光振興センターの運営等に関する業務 

(3) 産地産直レストラン 

ア 宮若市産の農産物を活用したサービスの提供に関する業務 

イ 地産地消の促進に関する業務 

ウ 新たな特産品の開発支援のための施設の提供に関する業務 

エ その他産地産直レストランの運営等に関する業務 

２ 市長は、実施方針において、前項各号に掲げる施設について、それぞれ当

該各号に定める業務の範囲内で、公共施設等運営権者が行う業務の具体的内

容を定めるものとする。 

（利用料金） 

第５条 施設の利用料金（法第２条第６項に規定する利用料金をいう。以下「利

用料金」という。）の額は、公共施設等運営権者が、施設の利用状況等を勘

案して、適正な額を定める。 

２ 公共施設等運営権者は、必要があると認められる場合には、利用料金の全

部又は一部を免除し、又は返還することができる。 

（公共施設等運営権の対価） 

第６条 市長は、公共施設等運営権者から、法第２０条に規定する費用に相当

する金額の全部又は一部（以下「公共施設等運営権の対価の額」という。）

を徴収するものとする。 

２ 公共施設等運営権の対価の額、支払方法その他必要な事項は、法第２２条

第１項の規定により締結する公共施設等運営権実施契約に定めるものとする。 



（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（令和３年９月２２日条例第１４号） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 


